
1  はじめに
近年，精神障害などに起因する労災請求件数や認定件

数は大きく増加しており，自殺を含めて，心の病による
休職・離職の増加は大きな社会問題となっている 1)．特
に，若年層の労災請求件数，また自殺数は増加の一途を
たどっている 2)．わが国に限らず先進諸国においては，
精神障害を抱える人たちに対して，専門家による治療・
再発防止がおこなわれている．しかし，専門家やサービ
ス施設の数も限られ，増え続けるメンタルヘルス不調者
に十分対応できているとは言えない．

精神疾患として診断されるような重篤な症状を抱えて
いる人々の間でさえ，専門家や専門施設に受診している
人の数は限られており，まして診断基準に満たないハイ
リスク者は他者に援助を求めることが少ない．そのため，
専門家や専門施設の数を増加させ，援助を求めやすくす
るアクセス支援に加えて，一歩先をいく予防の対策を充
実させる必要がある．

我が国においては，その対策として，2014 年の労働
安全衛生法の改正により，50 人以上雇用する事業所に
ストレスチェック制度が義務化され，翌年から施行が開
始された．しかし，現状では，ストレスチェックの受検
率が必ずしも高くなく 3)，中小企業の従業員にこの制度
の恩恵が及んでいないなど，今後，制度の改善が待たれ
ている．そのため，職場環境の改善，すなわち働きやす
い職場づくりとは別に，日常生活を通して，個人でおこ
なえる一次予防の対策もあわせて普及・啓発する必要が
ある． 

本稿では，メンタルヘルス不調の予防を目的に，人々
が自身で実施できる自助方略（self-help strategy4））に
焦点を絞り，欧米の文献を概観しながら今後の予防方策
について議論を行う．

2  予防の考え方
予防（prevention）に関わる考え方に関しては，過去

50 年間を通していくつかの改定が行われてきた 5)．
O'Loughlin, Althoff, & Hudziak6) は，その改定にかかわ
る歴史を以下のように説明している．私たちがよく知る
一次・二次・三次予防の概念は，Caplan が提唱する予
防 精 神 医 学 の 原 則 に 基 づ い て い る．Gordon7) は，
Caplan の予防概念とは別に，ターゲットとなる人々へ
の介入について配信するコストと恩恵を基にした分類シ
ステムを提案した 7, 8)．それらは，全体的予防介入

（universal prevention intervention：全人口をターゲッ
トにした戦略），選択的予防介入（selective prevention 
intervention：リスクに暴露されていると考えられる下
位集団をターゲットとした戦略），および指示的予防介
入（indicated prevention intervention：症状を呈する人
びとをターゲットとした戦略）である．全体的予防介入
の戦略には，保健医療ケアへのアクセス増強，ストレス
マネジメント教育，ポジティブ・メンタルヘルスの促進
などが含まれ，地域，職域，学校などで広く実施されて
いる．選択的予防介入の戦略は，例えばトラウマや虐待
を受けた人たち，災害の犠牲者など，すでにリスクに曝
された集団をターゲットとしている．最後に，指示的予
防介入の戦略は，脆弱性の高い特定の人々をターゲット
としており，地域支援，ヘルスケア施設から退院する人
へのフォローアップ，精神障害や薬物依存の発見やそれ
らの改善が含まれる．

US Institute of Medicine（IOM） は，1994 年 に ”Re-
ducing Risk for Mental Health Disorders: Frontiers for 
Preventive Intervention Research” と名付けた報告書を
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メンタルヘルスの障害は，数種類の異なる症候群が存在するというよりも，むしろ深度の連続体とみなさ
れている．診断基準に達しないメンタルヘルス不調は広く蔓延しており，これら「閾値下」と呼ばれる症状に
よって全人口レベルで相当な社会的・経済的な負担を招いている．これら閾値下の症状は，自助方略によって
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究からメンタルヘルス問題における予防措置としての自助方略の役割を概説する．内容としては，1）予防が必
要なターゲット，2）メンタルヘルス問題における予防措置としての自助方略の役割，3）自助方略の内容（役
立ち度と実践可能性，予防と管理を目的とした自助方略），そして4）自助方略を用いたメンタルヘルス・プロ
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自助方略の役割について，そして効果的な自助方略がリストとして示された後に活用できる広範囲な利用方法
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提出し，Gordon によって提唱されたモデルに倣い，従
来，一次予防とみなしていた予防の考え方を正式に全体
的，選択的および指示的予防介入に分けた 9)．これらの
モデルにおける予防介入の違いは，ターゲットとなる対
象者を基にしている．一次・二次・三次予防の概念が疾
患の進行ステージに注目しているのに対して，新しい用
語では，目標とするターゲットとなる集団に注目してい
る点が異なる．全体的予防介入は，疾患への脆弱性が高
く，リスクを示す人も，また示さない人も含めて，一般
的な人々を対象とした予防方策であり，それに比べて，
従来の一次予防は，リスク要因がない人々をターゲット
としている点で異なっている．

3  予防が必要なターゲット
Donovan, Henley, Jalleh, Silburn, Zubrick, & Williams10)

によれば，メンタルヘルス不調とは，人々の生活や生産
性を妨害する認知的，情動的，行動的な精神疾患の連続
体であり，程度によってメンタルヘルス問題（mental 
health problems）と精神疾患（mental disorders）に分
けられる．特に，抑うつ障害は，それぞれ診断された病
名が別々の症候群を呈しているというよりはむしろ，全
体として流動的な連続体として成り立っている 11, 12)．
Donovan et al.10)が述べているメンタルヘルス問題とは，
症状が深刻でなく，期間も短い状態であり，精神疾患と
区別されている．同様に，診断基準（例えば，DSM）
を満たすには不十分であるものの，診断基準で記述され
る症状の前段階の症状は，閾値下（sub-threshold），あ
るいは亜臨床的（sub-clinical）と表現されている 13)．
通常，「何となく落ち込む」，「やる気が起きない」など
メンタルヘルス問題，あるいは閾値下・亜臨床的な心身
症状はいまや誰もが抱えており，この段階では誰もメン
タルヘルスの専門施設や専門家に援助を求めはしない．

メンタルヘルス問題や，そこから引き起こされる閾値
下・亜臨床的なメンタルヘルス不調が蔓延していること
は，我が国でもわずかであるが報告されている．例えば，
労働政策研究・研修機構 14) が実施した「第2回日本人の
就業実態に関する総合調査」によれば，過去3年間に「落
ち込んだり，やる気が起きないなどのメンタルヘルス上
の不調」を感じたことがあると回答した者は25 .7%にの
ぼっている．また，そのうちの76 .5%は「通院治療なし
でも日常生活を送ることができる状態」と回答している．
これらの回答者は，重篤なメンタルヘルス不調（精神疾
患）であるとは言えないものの，それらの予備群とみな
すことができ，現在の状態が継続すれば重篤なメンタル
ヘルス不調に発展する可能性がきわめて高い 11, 15)．この
層の人たちは，専門機関や専門家の援助を求めようとは
せず，しかし仕事や社会活動において機能的な障害を抱
え続けている．

抑うつと不安は，職場における仕事のパフォーマンス
を低下させ，家庭や地域の活動が停滞するために，社会
経済的な負担はきわめて大きい．そのため，Jorm & 
Griffiths16) によれば，全人口規模で見れば，臨床患者の

回復とは別に，これら閾値下・亜臨床的な症状を抱える
多くの人たちの症状が改善することによって，現在の負
担を大きく緩和できると主張している.うつ病や不安障
害の患者に対して治療や療法を提供できる専門機関や専
門家の数は限られている．そのため，今後も患者が増え
続けていくことを想定すれば，閾値下・亜臨床的症状の
段階で早期に介入し，改善を求めることが重要である．
すなわち，些細な初期症状を精神疾患への前駆症状とと
らえ，早い段階で自ら対処できる方略を学び，日常生活
でそれらの方略実施を習慣化，すなわち行動変容をおこ
なうことが予防に役立つ．

本稿では，抑うつと不安の両者について区別すること
なくメンタルヘルス不調の症状改善に焦点を絞って議論
をおこなう．その理由として，精神医学，また診断基準
においては，うつ病や不安障害を種々のタイプに区別し
ているが，多くの場合，両者の初期症状は重複してい
る13) ためである．

4  メンタルヘルス問題の予防に果たす自助方略の役割
本稿で話題とする自助方略とは，人が精神疾患，また

メンタルヘルス問題に対処，あるいは症状を緩和するた
めにおこなう自身による活動を指す 17)．個人が自分の
意思で実践する自助方略とは，例えば信頼できる友人や
家族に気持ちを伝える，週末に外出する，音楽を聴く，
散歩する，というように，自身で実施できる方略である．

Jorm & Griffiths16) は，メンタルヘルス問題を抱える
多くの人々が存在し，しかし彼らが専門的な治療を受け
て い な い 現 状 に お い て， 段 階 的 な ケ ア・ モ デ ル

（Stepped-Care Model）の原則に従った方策を提案して
いる．例えば，精神疾患という診断を受けていない閾値
下・亜臨床的なメンタルヘルス不調を抱える対象者には，
初期介入として，非公式で単純な自助方略の実施を推奨
し，必要になれば，さらにカウンセリングなど専門的な
介入につなげていくことを提唱している．Morgan & 
Jorm18) もまた，不安障害における自助方略の研究を対
象に，それらの効果をレビューし，自助方略が段階的な
ケア・モデルにおける最小限の治療の役割を果たし，完
全な障害への発展を防ぐのに有効であると述べている．

Jorm & Griffiths16) は，閾値下・亜臨床的なメンタル
ヘルスの不調を抱える人たちに対して，非公式の自助方
略を勧める理由を以下の6点で説明している．それらは，

（1）彼らがメンタルヘルス問題を抱えていても専門的処
置を受けようとしないのは，自分自身で問題を解決でき
ると信じているためであり，そのために自助方略の実施
は彼らのニーズに合致する，（2）メンタルヘルス問題の
中心的症状である不安や抑うつ気分は，様々な行動実践
に対するセルフエフィカシー（self-efficacy：実行でき
るという見込み感）を低下させ，自助方略の遂行は不安
や抑うつを抱える人たちのセルフエフィカシーを増加さ
せることができる，（3）メンタルヘルス問題は，他の身
体疾患と比べて，スティグマ（不名誉な屈辱）がきわめ
て大きく，そのことが専門家に援助を求める妨害要因と
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なっているために，自身で実践できる自助方略は他者の
目を意識する必要がない，（4）不安と抑うつに関係する
症状，例えば内向的になったり，社会不安を抱えるため
に，それら自体が専門的援助を受けることへの障壁とな
る．その場合，自助方略の実施は専門的援助に頼る必要
がない，（5）うつ病など精神疾患に課される定型の治療
として，例えば認知行動療法などには利便性やコスト面
で課題があり，自助方略の実践ではそれらの制限がない，
および（6）従来のメンタルヘルス・サービスの中に自
助方略を組み込むことで効果をさらに強化できる，であ
る．

これら自助方略には，専門家から指示されて行う誘導
的な自助方略（guided self-help strategies）と専門家の
指示によらない非公式の自助方略（informal self-help 
strategies）がある．時には，心理療法（例えば認知行
動療法で提供される指導書やウェブサイト）の一部とし
て，専門家のガイダンスのもとでおこなわれる自助方略
もあるが，非公式でも専門的なガイダンスなしに実施さ
れている．　

これら非公式の自助方略は，人々にとって，専門的な
治療やガイダンスよりも肯定的に捉えられており，一般
にはビタミン摂取，身体活動の実施，外出頻度の増加，
特定の食事摂取，各種リラクセーション，ヨガなど，精
神医療の代替療法として多岐に渡っている．しかし，自
助方略には，実際に役立つものもあれば，例えば過度な
飲酒や人との接触を避けるというように，かえって有害
となる内容も含まれており，症状を悪化させることにも
つながるためにエビデンスに基づいた自助方略の推奨が
必要とされている．

5  自助方略の内容
メンタルヘルス問題に対処する自助方略の分類につい

て概略を表1に示している．
Jorm, Christensen, Griffiths, & Rodgers19) は，抑うつ

における補完的・自助的治療のシステマティック・レ
ビューをおこなった．その後，Jorm, Griffiths, Chris-
tensen, Parslow, & Rogers20) は，6,618名のオーストラリ
ア人を対象に心理的ディストレスの水準によって，彼ら
が実施する自助方略が異なるか否かを郵送調査で調べ
た．Jorm et al.19) は，彼らが先におこなったシステマテ
ィック・レビューの結果を基に抽出された自助方略につ
いて主成分分析を用いて内容を分類し，その結果を質問
調査として使用した．それら自助方略のカテゴリーとし
ては，（1）毎日おこなっている活動（ペットとの交流，
楽しめる活動，チョコレート摂取，運動，家族や友人と
の交流，音楽），（2）補完療法（芳香療法，マッサージ，
瞑想，リラクセーション，ヨガ），（3）非処方せん薬（鎮
痛剤，健康食品，魚オイル，アルコール，ビタミン），（4）
食事変容（カフェインの除去，糖分やアルコールの制限），
および（5）専門的援助（抗うつ剤，カウンセリング，
カウンセラーまたは臨床心理士，一般開業医），であった．

抑うつ症状の程度に応じて自助方略の内容が異なるか

否かを調べた研究も見られる．Morgan & Jorm21) は，
従来の抑うつ障害，または抑うつ症状にかかわる自助介
入について調べた従来の無作為化統制試行研究をレビュ
ーした．それらの研究対象は，抑うつ障害の患者，高レ
ベルの抑うつ症状を抱える人たち，およびうつ病の診断
を受けることはないものの抑うつ気分を抱える人たちが
それぞれがおこなっている内容に分けられた．その結果，
抑うつ障害者を対象に症状緩和のために最も効果が見ら
れた方略は，S-アデノシルメチオニン摂取，オトギリソ
ウ摂取，読書療法，コンピュータによる介入，気晴らし，
リラクセーション訓練，運動，楽しみの活動，日光暴露
療法であった．一方，亜臨床サンプル対象の研究では，
気晴らし，運動，ユーモア，音楽，空気イオン化，歌唱
によって抑うつ気分にすぐさまの改善効果をもたらした．

自助方略の内容を意図的に分類して，それらの実施
頻度を調べた研究も見られる．Shepardson, Tapio, Fun-
derburk22) は，不安症状を抱える退役軍人を対象に，彼
らが実施している自助方略を電話によって調べた．その
際，彼らは，自助方略をあらかじめ行動形態にそって分
類した．それらは，（1）セルフケア（運動，リラクセー
ション，睡眠，食事など），（2）認知的方略（考えの修正，
宗教 / スピリチャリティなど），（3）回避（孤立化，薬
物摂取，わざと忙しくするなど），（4）接触（友人/家族，
地域，ペット，社会化），（5）楽しい活動（アウトドア
・インドア活動，メディア，音楽など），（6）達成（家事，
活動的になるなど），および（7）その他，の7タイプで
あり，これらのカテゴリーに応じて実践の割合を算出し
ている．

以上のように，様々な内容の自助方略が見られるもの
の，どの方略が症状緩和に有効であるかを厳密に調べた
研究は必ずしも多くない．そのため，さらにエビデンス
を積み上げる必要がある．以下では，限られた研究の中
でも，自助方略の効果を調べた研究として，（1）専門家
のコンセンサスによる「役立ち度」と「実践可能性」の
検証，（2）「予防」および「管理」を目的とした自助方略
の検証，（3）自助方略を用いた介入，および（4）心理
的ディストレスの程度に応じた自助方略，に分けて研究
内容を紹介する．

①  ② ③ ④

⑤ ⑥ ⑦  ⑧ ⑨

① ② ③  ④

⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦

Jorm et al.

Morgan & Jorm

Shepardson et al.

 

 
 
 

 

カフェインの除去

 達成（家事，活動的になるなど）  

表1　メンタルヘルス問題に対処する自助方略の内容
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1）	専門家のコンセンサスによる「役立ち度」と	
「実践可能性」の検証
Morgan & Jorm12) は，あらかじめ効果を判断するこ

となく，様々な文献や資料から抑うつ症状の緩和に効果
があるとされる自助方略を収集し，過去にうつ病を経験
した人たちと研究・治療の専門家の2つのパネル（審議
会）参加者に対して，デルファイ法を用いて自助方略の

「役立ち度（helpfulness）」と「実行可能性（feasibility）」
について調査した．デルファイ法とは，主に専門家の持
つ予測能力を客観化して活用する方法であり，複数のパ
ネルに対して，同様の質問について反復調査することに
よって意見の集約をおこなう調査方法である 23)．この
過程を通じて，参加メンバーは他のメンバーの意見を参
考にしつつ，意見の収れんをおこない，パネルそれぞれ
のコンセンサスを，また全体のコンセンサスを得ようと
する 24)．Morgan & Jorm12) は，彼らの調査の結果，過
去にうつ病を経験した人たちのパネルと専門家のパネル
が，症状の緩和のために「役立つ」と是認した 48 の方
略を示した．表2は，両パネルにおいて少なくとも80%
まで症状の緩和に役立つと是認された方略であり，その
中でも特に実行可能性が高いと判断された内容を示して
いる．

Morgan, Chittleborough, & Jorm25) は，先におこなっ
た抑うつについての調査と同様に，不安障害についても
デルファイ法を用いて調査をおこなった．彼らは，不安
障害について，その症状を緩和することに役立ち，しか
も実行可能性が高い自助方略として，（1）分析方略（不
安にさせる状況，きっかけ，パターン，反応を明らかに
するなど），（2）行動的方略（運動や身体活動を行うな
ど），（3）認知的変容（心配事が現実的に解決できる問
題かどうかを自答するなど），（4）補完的方略（ヨガ），
対処方略（不安になった時の解消法など）， （5）食習慣
の改善（規則的な食事摂取），（6）対人方略（友人，家族，
他者へのサポート希求など），（7）ライフスタイルの改
善（自然と接するなど）， および（8）身体の緊張緩和（趣
味の追求など），（9）薬物制限（アルコール，違法薬物
の使用制限など），などを挙げた．

青年期に焦点を絞った自助方略の検討も見られる．
Cairns, Yap, Reavley, & Jorm26) は，青少年期がうつ病

発症の好発年齢であることから，自身で危険レベルを低
減するために何ができるか，すなわち青少年期のうつ病
における自助予防方略についてデルファイ法を用い，専
門家からコンセンサスを得た．彼らは，まず青少年対象
の文献探索を行い，194の推奨内容を収集した．国際的
な研究・実践をおこなってきた専門家のパネルとうつ病
予防の運動活動家のパネルが，合計3回の質問調査ラウ
ンドを受け，それぞれの推奨内容について予防的重要度

（役立ち度に相当）と青少年による実践可能性について
評価を行った．その結果，両パネルで 80% 以上，うつ
病に移行するリスクを低減できると是認された方略が
145項目見つかった．是認された方略には，（1）メンタ
ルフィットネス（レジリエンスの強化），（2）個人のア
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66.9%
65.4%

63.4%
54.8%

表3　抑うつの「予防」を目的とした方略
（Proudfoot et al., 2015より引用）

	 26 項目中 50% 以上の使用率の内容を抜粋．（　）内は実
施率を示す．
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/ 70.1%
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64.0%
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58.5%
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52.3%
51.3%

表4　抑うつの「管理」を目的とした方略
（Proudfoot et al., 2015 より引用）

	 26 項目中 50% 以上の使用率の内容を抜粋．（　）内は実
施率を示す．

表2　両パネルにおいて，少なくとも80%まで是認された方略
（Morgan & Jorm, 2009 より引用）
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イデンティティ強化，（3）ライフスキル，（4）健康的
な人間関係の構築，（5）健康的なライフスタイル，およ
び（6）レクリェーション・レジャー，についてのメッ
セージが含まれていた．それらの中でも，逆に青少年に
とって実践が困難と評価された方略は，認知行動療法や
ポジティブ心理学の要素である高度な対人関係スキル，
また規範的な行動から逸脱することを要求する方略（薬
物使用，セックス活動など）であった．一方，青少年に
とって実践が容易と評価された方略は，楽しい活動をお
こなう時間を作る，身体的健康に気をつける，社会的な
繋がりを持つ，など，内容が単純で，しかも青年期のラ
イフスタイルに関係する実践であり，それらは青少年に
とって特別に努力を要することなしに毎日の生活に組み
込める内容であった．
2）	「予防」および「管理」を目的とした自助方略の検証

男性に限定して，目的を抑うつの「予防」と「管理」
に分けた自助方略に着目した研究も見られる．一般に，
女性は，男性と比べて，抑うつ経験が多いことが知られ
ている．しかし一方で，オーストラリアにおいては，男
性の方が女性よりも薬物使用や自殺リスクが高いことが
報 告 さ れ て い る．Fogarty, Proudfoot, Whittle, Player, 
Christensen, Hadzi-Pavlovicac, & Wilhelm27) は，男性の
抑うつが「男らしさ」によって援助希求を阻む障壁とな
っており，男性に限って，抑うつ対処に影響する自助方
略の内容を調べる必要性を訴えた．彼らは，168名の男
性を対象に，21 のフォーカスグループ・インタビュー
と詳細なインタビューを 24 名に実施し，男性がおこな
っているポジティブな自助方略として 26 方略を明らか
にした．

Proudfoot , Fogarty , McTigue , Nathan , Whittle , 
Christensen, Player, Hadzi-Pavlovic, & Wilhelm28 ) は，
その後，Fogarty et al.26) が抽出した 26 のポジティブ自
助方略について，18 歳から 74 歳の男性 465 名を対象に
して，抑うつの「予防」と「管理」に分けて使用頻度を
調べ，抑うつリスク，抑うつ症状，および人口統計学的
要因との関係を検討している．この研究において，「予
防方略」とは，「自分自身で OK である（大丈夫）と感
じ続けることができる，あるいは日々精神状態を安定さ
せるために使用する方略」と定義され，一方，「管理方略」
とは，「気分がフラット，あるいはそれ以下で，冷静で
いる時間にとどまるための方略」と定義された．表3は，
抑うつに対する「予防方略」について使用頻度の順にラ
ンクづけされた内容であり，一方，表4は，同様に「管
理方略」を示している．

抑うつの「予防」に関して使用頻度の上位にあがった
方略は，自身を多忙な状態に置いておくこと，健康的な
食事，運動，ユーモアなどの積極的な行動が，一方，「管
理方略」において使用頻度が多い方略は，いくらかの休
みをとること，自己報酬，自身で多忙さを続けること，
運動，およびペットと時間を過ごすこと，であった．セ
ルフケアの定期的使用が多く，達成を基にした認知的方
略（達成感）をおこなっていると抑うつリスク（Male 

Depression Risk Scaleの得点）が低くなり，また認知的
方略を定期的におこなっていると抑うつ症状 (Patient 
Health Questionnaireの得点）の得点が低くなることが
わかった．

以上のように，これらの研究では，男性に限定はして
いるものの，抑うつ改善のための自助方略について，そ
の目的を「生じさせないようにする」という予防目的と

「おこない続ける」という管理目的の 2 つに分けて調べ
ているという点が興味深い．
3）	自助方略を用いた介入

実際に自助方略の実践を推奨し，メンタルヘルス不調
の症状緩和に役立つか否かを確かめた介入研究も見られ
る．まず，閾値下・亜臨床的なメンタルヘルス不調を抱
えている人々ではなく，うつ病の治療の一部として自助
方略を推奨している研究がある．Garcia-Toro, Ibarra, 
Gili, Serrano, Olivan, Vicens, & Roca29) は，うつ病の通
院患者に対して，具体的な自助方略介入としてライフス
タイル変容（睡眠の促進，ウォーキング，日光の暴露，
健康的な食事）について，詳しく内容を説明する手紙を
提供し，推奨文を受け取った患者では抑うつ症状が有意
に改善したことを報告している．

Morgan, Jorm, & Mackinnon30 )，Morgan, Jorm, & 
Mackinnon31) は，彼女らがMood Memoと名付けたeメ
ール配信の効果を検討した．Morgan, et al. は，インタ
ーネットを通じて参加者を募集し，まずは 9 項目の
Patient Health Questionnaireを用いて抑うつ症状をスク
リーニングし，2週間以上ほとんど毎日2〜4症状を経験
している者 1,326 名を閾値下・亜臨床的なメンタルヘル
ス不調者と判定した．この研究では，これらメンタルヘ
ルス不調者を対象に自助方略の実践を促す自動化 eメー
ルを送付した．これらのeメールは，6週間にわたって，
週2回送信され，効果検証の内容は自助行動の実践頻度
を変化させるか，また抑うつの程度を改善するのに役立
つのかを評価することであった．彼女らは，提示する自
助方略として，専門家から「役立ち度」と「実践可能性」
が高いとコンセンサスが得られた内容（表211)）の中か
ら上位14方略を選び，eメールによる自助方略介入群と
知識伝達の統制群に分けた無作為化試験を実施した．そ
の結果，自助方略の推奨群は，開始時から介入終了時に
かけて抑うつ症状を低下させた．

Morgan, Mackinnon, & Jorm32) は，募集した人たち
を，スクリーニング・テスト（9 項目の Patient Health 
Questionnaire）によって閾値下の症状を持つ人たち，
および大うつ病と判定された人たちの2つの下位群に分
け，Mood Memoを用いた同様の研究を行っている．そ
の結果，閾値下の症状をもつと判定された群も大うつ病
と判定された群も自助方略を推奨する eメールによって
症状を改善させた．両研究とも自助方略にかかわるeメ
ールは，リーフレット形式で構成されており，内容には
方略の説得度を高める技法と行動変容に導く可能性を高
める技法を含ませ，さらに理論的根拠，実践のヒント，
妨害要因の解決法，方略を遂行するための目標設定方法，
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前回の方略についてのリマインダーが掲載されていた．
ただ，Mood Memos 研究は，14 の自助方略が一つずつ
順番に配信されているにすぎず，対象者の特徴や好みに
合致した内容やどの順番が効果的なのかを検討する必要
がある．

最後に，Morgan, Mackinnon, & Jorm32) は，介入内の
論理的説明として，介入によって自助方略の実践頻度が
高まり，その実践によって症状改善に影響を与えたのか
否かという因果関係を調べている．Morgan et al.32) は，
Mood Memoで推奨した自助方略の実践頻度がうつ症状
の緩和の媒介変数となっているかを調べるために媒介分
析を実施した．その結果，自助方略の実践頻度が高まれ
ば抑うつ症状が緩和しやすいことを確認し，14 の自助
方略の中でも特に「毎日少なくとも短時間自宅から外出
することを確実におこなう」および「達成したという感
覚の持てる活動を実践する」の効果が高いことを示した．
4）	心理的ディストレスの程度に応じた自助方略

Jorm et al.18) は，メンタルヘルス問題・疾患への対応
として，活動重複波（overlapping waves of action：以
後OWAと略す）モデルを提唱している．このモデルに
よれば，最初の活動の波は，すぐに利用でき，すでに実
践中であるかもしれない自助方略の使用であった．この
活動の波は，マイルドな心理的ディストレスの状態で増
加し，その重篤度が増せば実施頻度が減少していく．2
番目の活動の波は，いままで実施がなく，心理的ディス
トレスに対処するために新しく始める自助方略を含んで

いる．この活動の波は，中程度の心理的ディストレスで
ピークを迎え，その後に下降する．3番目の活動の波は，
専門的な援助希求を含み，心理的ディストレスの重篤度
に伴って増加し続ける．これらは，個々人の傾向ではな
く，全体の一般的傾向を示している．

OWA モデルの適用は，予防の 3 形態と一致するかも
しれない．全体的予防介入では，リスクの有無，また高
低にかかわらず介入をおこなうために，リスクがない，
また低いレベルの対象者に対しては第一の波に相当する
自助方略を推奨できる．その内容は，特別に始める新規
な方略よりもむしろ，すでに日常生活でおこなってきた
方略に焦点を絞って推奨することであり，意識的に従来
のライフスタイルや活動を維持するように務めさせるこ
とである．選択的予防介入では，リスクが高い人たちを
対象にしているために，第2の波を推奨することに相当
し，新しい自助方略として，わずかな挑戦や人と接触す
ることを推奨できる．最後に，指示的予防介入では，主
に専門家や専門施設への接触を容易にするように情報を
提供することである．

6  自助方略を用いた普及啓発：こころのABC活動
先の自助方略に関する解説では，メンタルヘルス不調

に関わる症状の緩和に関する自助方略の内容，そして
webや冊子を用いた介入研究について紹介した．しかし，
一方で，人々の意識にのぼらせることを目的として，自
助方略についての具体的な普及・啓発活動が必要とされ

図1　メンタルヘルス・プロモーション活動：「こころのABC活動」
A: Act;　B: Belong;　C: Challenge
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ている．近年，我が国においては，からだの健康行動の
推奨についてポピュレーション・ワイド・アプローチが
広くおこなわれ，例えば「禁煙しましょう」，「健康的な
食事を摂りましょう」，「運動しましょう」というように，
普及・啓発活動が進んでいる．本稿で紹介する自助方略
の推奨は，症状の改善だけに限らず，メンタルヘルスを
よい状態に保つために役立つ．著者らは，「こころの
ABC 活動」と名付けたメンタルヘルス・プロモーショ
ン活動を開発し，その普及を試みている．この活動は，
東日本大震災発生後数年を経て焦燥感が深い学校環境に
おいて開始し，今や成人から高齢者までをも対象として
普及活動を進めている 33, 34) ．
「こころの ABC 活動」における A，B，C それぞれの

活動は，メンタルヘルスが良好な人が日頃おこなってい
る自助方略に基づいている．調査対象者は，全国健康保
険協会に所属し，中小企業の従業員に対して保健指導を
担当する保健師と管理栄養士 768 名であり，保健指導
の対象となっている従業員について，メンタルヘルスの
よい人の特徴や彼らが日頃行っている自助方略について
自由記述による回答を求めた．また，保健師や管理栄養
士を通じて，事業所の上司にあたる人（94名）に対し，
部下に関して同様の問いかけを行い，集計を行った．そ
の後，修正不可能な内容を除き，メンタルヘルスのよい
人が日常生活で実施している自助方略として，Act（身
体的，精神的，社会的な活動），Belong（集団への所属
や社会的活動），および Challenge（ボランティア活動
や新規な活動の実施），の3要素に集約した 35)（図1）．
1）	「こころのABC活動」における理論的背景
「こころのABC活動」を開発するにあたっては，事前

に従来から知られているいくつかの根拠を参考にしてい
る（詳細は，竹中, 2018 a36）, 2018 b37) を参照）．一つは，
ポジティブ心理学であり，人々が持つ「強み」に注目し，
それらを活用するとともに，人生のポジティブ要因に注
目し，幸福感を得ようとしている．2 つ目は，近年，欧
米で推奨されている「meaningful activity」，すなわち
自分にとって役立つ活動，重要と認めている活動，創造
力を発揮できる活動，達成感が持てる活動，有能である
という感覚をもてる活動，他者を援助する活動，喜びや
楽しみを感じる活動，コントロール感を持てる活動，満
足感を味わえる活動，適切な量の挑戦活動を実践するこ
とでメンタルヘルスをよい状態に保とうとする考え方で
ある．3つ目は，うつ病の治療に効果があるとされてい
る行動活性化療法の考え方を取り入れている．行動活性
化療法では，その人が行う自発的な行動が「正の強化」
をもたらし，その人と環境との相互作用を改善する働き
をおこなう．「正の強化」とは，その人が行動すること
でよいことが起こる，つまり行動すると報酬があるとい
う「行動と報酬の組み合わせ」の数を増やしていくこと
である．「こころのABC活動」は，自分の好きなことを
行うと「よいことがある」という報酬を導きやすくなる．
本稿で解説した自助方略の内容は，まさにこれらの理論
的背景とも一致する．

2）	「こころのABC活動」ブランドの普及啓発活動
メンタルヘルス・プロモーションにとって，その普及

啓発は人々が ABC 活動を実践し，ポジティブ・メンタ
ルヘルスを実感してもらうために極めて重要な課題であ
る．「こころのABC活動」では，ポジティブな自助方略
の実践を推奨し，プロアクティブ（率先して，前もって）
に人々の意識にのぼらせることを重要視している．普及
啓発活動を行うにあたっては，単にメンタルヘルス・プ
ロモーションを強化する行動を推奨するだけにとどまら
ず，いかに効果的なプロモーション活動を行えるか，そ
してそのプロモーション活動が実際に人々の知識，態度，
および行動に影響を与えるかを意図して情報提供をおこ
なっている 36)．

その普及啓発活動としては，ソーシャルマーケティン
グの中でもブランディングの手法を使用し，意図的な戦
略をもった普及活動をおこなうことである．コマーシャ
ルマーケティングにおけるブランドは，売り手，あるい
は売り手のグループの品物，あるいはサービスの質を際
立たせ（identify），同業や競争相手と内容の違いを見せ
る（differentiate）ことを意図し，名称，用語，シンボル，
デザイン，およびそれらの組み合わせることである．「こ
ころの ABC 活動」の普及啓発に際しては，図 2 に示す
ように，冊子・リーフレットの配布，動画配信，e ラー
ニングなど，職域および地域で活用できるツールを用い
ている．

7  最後に：自助方略を用いるメリット
最後に，メンタルヘルス不調の予防対策として自助方

略を用いるメリットを3点にまとめる．
1）	自助方略の推奨目的はメンタルヘルス問題・疾患の
予防をメンタルヘルス不調の症状改善に求めている．

本稿では，メンタルヘルス問題の重篤化を避ける「予
防」の観点で，日々のメンタルヘルス不調に伴う症状の
緩和効果に注目し，実践可能で受け入れが容易な自助方
略に関する研究を紹介した．今後増え続ける精神疾患を
考えると，多くの人々に対して，軽度・中程度のメンタ
ルヘルス不調の段階で早期に緩和できる方策を教授する

ときがわ町健康づくり運動

詳しく は、町のホームページかリーフレット で！

ときがわ町健康づくり開発委員会 with 早稲田大学応用健康科学研究室

ときがわ町健康づくり開発活動

スモールチェンジ活動とは、ときがわ町と早稲田大学が共同で取り組んでいる

「 ときがわ町民のための健康づくり運動」です。

最近では、 町のホームページにスモールチェンジコーナーが掲載され、

町民に広く 知られるようになってきました。

「 こころのABC活動」 は、こころの問題を予防するために行うスモールチェンジ活動です。

特別なことではなく 、あなたができるスモ～ルな予防活動を行ってみましょう。

図2	「こころのABC活動」普及啓発のためのポスター，冊子，
リーフレット

「こころのABC活動」についての詳しい情報：
http://www.yomiuri.co.jp/adv/wol/opinion/society_170619.html
https://www.waseda.jp/inst/weekly/feature/2016/11/04/18673/
https://www.waseda.jp/inst/weekly/feature/2016/10/31/18298/
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ことは予防の観点で重要である．
2）	「気分の不調」の改善を他者からの支援ではなく，	
自助に求め，その習慣化を目的としている．

メンタルヘルスを扱う専門機関の負担は，対象者の数
に伴って増え続ける一方である．対症療法については，
専門家の援助によるところが大きいが，自助で行えるな
らば経済的にも人的支援においても負担が少ない．また，
閾値下・亜臨床的なメンタルヘルス不調を抱える人たち
にとっては，専門的な介入を受ける抵抗感が大きく，む
しろ自助方略の実践を推奨する方が受け入れられやす
い．
3）	効果的な自助方略リストが完成できれば，それらの
普及啓発のために幅広い適用が考えられる．

信頼性および妥当性の高い自助方略の選定が重要であ
るが，その後の活用として，リーフレットやウェブサイ
トなどを利用したポピュレーション・ワイド・キャンペ
ーン，スマートフォンの利用によるプロンプト介入など
普及啓発のために幅広い適用が期待できる．また，専門
施設での治療と併用することで回復効果を促進できる．

以上，本総説では，一次予防，さらに一次予防を超え
たメンタルヘルス・プロモーションとなる介入システム
に組み込める自助方略について解説した．今後，我が国
においても，メンタルヘルス不調の改善を目的とする自
助方略について，役立ち度，実践可能性，および受け入
れ可能性が高い内容を専門家グループやアドボカシー

（過去にメンタルヘルス不調を経験し，回復したのちに
支援者として活動する人たち）グループで一致する内容
を選定する必要がある．最終的には，効果が期待できる
自助方略が推奨されるべきであるが，例えば害を伴う方
略は避けねばならず，専門家グループやアドボカシーグ
ループから得られるであろう共通性を担保した自助方略
の選定は，自助方略適用の信頼性や妥当性を高める．

最後に，今後，人々の日常生活において，これらの
自助方略をどのように習慣化させるかという課題が残
る．自助方略は習慣化されてこそ効果が得られ，そのた
め種々の健康行動に適用されている行動変容モデル・理
論および技法を用いることも考えられる．例えば，多く
の健康行動の習慣化に用いられている実践意図（imple-
mentation intentions）38, 39)，すなわち If-then plans（if：
ある時間帯，場所，および状況に遭遇したら，then：特
定の自助方略を実施するという，前もってたてる計画づ
くり）の活用は，すでにメンタルヘルス不調の予防にお
ける自助方略の行動変容にも適用されており，習慣化の
ために有望なアプローチと言える．今後の研究としては，
症状の緩和に効果がある自助方略を明確にし，同時に日
常生活でそれら自助方略の活動を習慣化させることによ
って，どの程度の予防効果が得られるのかを検証する必
要がある．

付記：本研究の一部は，平成 29〜31 年度厚生労働省厚
生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業）

「メンタルヘルス問題を予防する教育・普及プログラム

の開発および評価」（H28-労働-一般-002　主任：竹中晃
二）の助成を受けておこなった．
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The role of self-help strategies as prevention for mental health problems
by

Koji Takenaka*1

Mental health disorders are seen as a continuum in terms of severity, rather than as existence of distinct syndromes. 
These symptoms of mental health problems that fall short of diagnostic criteria are prevalent, causing significant 
societal functional impairment. These symptoms, termed “sub-threshold”, lead to substantial social and economic 
burden across the entire population. It has been demonstrated that these symptoms may be managed with self-help 
strategies. However, it has been unclear which self-help strategies are likely to be helpful and feasible for people who 
suffer from such sub-threshold symptoms.  In this paper, after defining preventive intervention for mental health 
disability, the following topics for self-help strategies are reviewed from the limited number of studies: 1) target 
population, 2) the role of self-help strategies in the prevention of mental health problems, 3) contents of self-help 
strategies (usefulness and feasibility, interventions with the purpose of prevention and management), and 4) mental 
health promotion associated with self-help strategies (theoretical background, dissemination and awareness-raising). 
Finally, after identifying a list of effective self-help strategies, the utilization of self-help strategies for the prevention 
of mental health disability and a wide range of applications are discussed. 
Key Words: mental health problems, preventive manner, sub-threshold symptoms, self-help strategies
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